
 

 

 

 

日本共産党取手市委員会は1月４日、

取手駅東口で新春街頭演説会を行いま

した。 

来年の参院選をたたかう梅村さえこ

比例予定候補、年末の県議選をむかえる

上野たかし県議、加増みつ子・遠山ちえ

子・関戸勇・小池えつ子市議は新年にあ

たって「憲法活かし、いのち・くらし守

る政治を」との抱負、決意を訴えました。 

◆日本共産党の見解を紹介します。 

302-0011 茨城県取手市井野 3‐19‐5 

  ☎ 72-7816 Fax 72-7817 
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■「働き方改革」関連一括法案の問題点 

        裁量労働の拡大          
何時間働いても労使協定で決めた時間しか働いたこ
とにならない裁量労働制の対象を拡大 

過    過労死レベルまで残業を容認       
残業について「月 45 時間、年 360 時間」を法律で
上限にする一方で、「特例」で休日労働を含め２～６
ヵ月平均で月 80 時間以内、単月で 100 時間未満と
いう過労認定基準と同じレベルまで残業を容認 

      賃金格差・差別を温存            
「同一労働同一賃金」という言葉もなく、企業が判
断する、企業への貢献、人材活用の仕組みなどをも
とにした「違いに応じた支給」を容認 

雇      雇用対策法改定案           
国の雇用施策に労働時間の延長など労働強化につな
がる「生産性の向上」と、無権利・低収入の働き方
を広げる「多様な就労形態の普及」を追加 

参加者の 2 割
の青年がパン
フレット（同
上）を受け取
りました 

上野たかし  

加増みつ子､遠山ちえ子  
関戸  勇  ､小池えつ子  

 

    上野たかし 

県議会議員 

 

「安心して働き続けたい」

との願いは若者にとって切

実です。大手代理店・電通の

過労自殺事件に続き、昨年は

新国立競技場の建設に従事

した若者の過労自殺や、ＮＨ

Ｋの若手記者の過労死が明

らかになりました。厚生労働

省が公表しただけで「ブラッ

ク企業」は 471 社にものぼ

ります。 

ところが安倍政権は、働く

ルールのさらなる改悪を狙

っています。「働き方改革」

をかかげますが、その中身は

「繁忙期は残業時間を月

100 時間まで認める」など

過労死ラインを超える残業

を、財界が求めるままに認め

ていることなどです。（別表） 

県内でも有効求人倍率が

高いのは介護、看護、保育、

建設などに限られていて、若

者の 35.1％が非正規労働で

す。県は、職業紹介や労働訓

練は行っているものの、国も

補助するキャリアアップ助

成（企業が非正規を正規に置

き換えたり、新たに正規で雇

用した場合、直接補助をする

制度）を行っていません。 

「正社員があたりまえ」

「１日８時間働けば普通に

暮らせる」茨城県政へ、新成

人を前に「やるぞ」と決意し

た成人式でした。若者のみな

さん。ご一緒に茨城を変えま

しょう。 

１
月
７
日
、
取
手
市
民
会
館

で
恒
例
の
成
人
式
典
が
開
か
れ

約
７
０
０
名
が
参
加
し
ま
し

た
。 日

本
共
産
党
上
野
県
議
と
取

手
市
議
団
は
、
労
働
法
な
ど
で

認
め
ら
れ
て
い
る
解
雇
要
件

や
、
バ
イ
ト
に
も
認
め
ら
れ
て

い
る
休
暇
・
残
業
な
ど
の
制
度
、

憲
法
９
条
を
守
り
、
核
な
き
世

界
を
な
ど
書
い
た
パ
ン
フ
レ
ッ

ト
を
配
り
、
お
祝
い
と
応
援
の

エ
ー
ル
を
送
り
ま
し
た
。 

政
府
は
今
月
開
か
れ
る
通
常

国
会
で
民
法
の
一
部
を
改
正
す

る
方
針
で
、
早
け
れ
ば
２
０
２

２
年
に
、
成
人
年
齢
を
引
き
下

げ
18
才
成
人
に
な
り
ま
す
。 

新
成
人
を
祝
う
・
左
か
ら
小
池
、
加
増
、
上
野
、

遠
山
、
関
戸
の
各
氏
、
＝
７
日
、
取
手
市
民
会
館 

左から関戸、加増、小池、梅村、遠

山、上野の各氏、＝４日、取手駅東

口 

安倍首相は年頭記者会見

で憲法改定について「今年こ

そ憲法のあるべき姿を国民

にしっかりと掲示し憲法改

正に向けた国民的論議を一

層深めていく一年にしたい」

と述べ、今年中に憲法発議に

つなげようと躍起です。 

その動きに最新の共同通

信世論調査では安倍首相の

下での憲法改憲に反対が

５３％となり先月から急増

しています。全国で取り組ん

でいる「安倍９条改憲NO！

３０００万署名」が徐々に浸

透してきています。多くの皆

さんに一層の協力をお願い

します。 
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女性の社会進出が進む昨

今、子育て世代の女性の政治

参加はまだまだ遅れていま

す。妊娠・出産・子育てをし

ながら、女性議員が活動しや

すい環境整備を整え、民意を

反映した男女共同参画社会の

実現を図るための、特別委員

会が１２月議会で設置されま

した（池田めぐみ委員長、小

池えつ子副委員長）。 

構成メンバーは、市議会全

女性議員７名（共産党３・公

明党２・生活者ネット１・無

所属１）です。国会議員の女

性の割合は世界で２３％、日

本は１３％、取手市では２

９％です。今回の特別委員会

での議会改革が、地域社会の

改革・向上へ繋がるようにと

女性議員一丸となって取り組

みます。 

全国初！！ 女性議員による 

日本共産党議員の市庁

舎等における「しんぶん赤

旗」の普及等を規制するキ

ャンペーンがネット上で

はられるもと、取手市でも

12 月２１日市長から取手

市庁舎管理規則を「根拠」

に許可申請を求められて

います。 

議員の政治活動は、どの

党・会派議員にかかわらず

憲法と法律に保障され、と

りわけ非常勤特別職・市議

会議員にとって庁舎内で

の政治活動も自由に保障

されたものです。それを、

庁舎管理規則によって規

制されるものではありま

せん。このことは、各地の

自治体の中でも、明確に示

され決着済みのもので、取

手市の規制は、政治活動に

対する干渉であり許され

るものではありません。 

取
手
市
は
、
１
月
１
日
付
の
「
広
報
と
り
で
」
に
、
「
取
手
市
み
ん
な
で

い
じ
め
を
な
く
す
た
め
の
条
例
案
」
を
掲
載
。
２
月
５
日
ま
で
の
期
限
で
、

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
子
ど
も
た
が
健
や
か
に
成

長
で
き
る
、
い
じ
め
の
な
い
社
会
を
つ
く
る
事
は
、
市
民
み
ん
な
の
願
い

で
す
。
子
供
の
命
を
守
り
、
成
長
を
は
ぐ
く
む
新
た
な
取
手
を
市
民
み
ん

な
で
創
る
年
と
し
ま
し
ょ
う
。 

１章から６章にわたるこの

条例案。果たして子供の権利、

人権、命を守る方向が見えるの

でしょうか？ 

同条例案はその目的として、

「いじめ防止に関する基本理

念を定め、子供たちが安心して

健やかに成長できる環境を実

現する」としています。しかし、

それを担う責務として市、教育

委員会、学校、保護者などとと

もに「子供」にも責務を課して

います。「いじめを行わないと

いう意識を強く持たねばなら

い」、「保護者や教員等に早く相

談するよう努めなければなら

ない」などとともに、道徳教育

の強化なども盛り込まれてい

ます。などなど、同条例案では、

いじめがなぜ起きるか、の分析

もなく解決方法についての具

体性もありません。「いじめの

ない学校と社会・取手市をどう

作るのか」大きな課題であり、

そのための問題点が、少なくあ

りません。子どもが豊かに成長

する取手市をつくる市民運動

を広げましょう。 

 

これまで、財政効率優先の乱暴な学校保

育所統廃合・民営化計画に対し、子どもの

健やかな成長を願い運動を広げてきた「子

どもを守る市民ネットワーク」は、いじめ・

自死事件と其の後の取手市の対応などに心

を痛め、シンポジウムや取手市いじめをな

くす条例案へ意見（パブリックコメント）

を届けようと運動を再始動しました。 

会は、広範な市民の参加を呼びかけてい

ます。              

先
の
中
学
生
の
自
殺
問
題

に
つ
い
て
「
い
じ
め
に
よ
る
重

大
事
態
に
該
当
し
な
い
」
と
決

定
し
、
い
じ
め
を
隠
し
続
け
た

市
長
と
教
育
委
員
会
。
今
な

お
、
市
立
中
学
校
で
の
い
じ

め
・
自
死
事
件
に
つ
い
て
検
証

も
行
っ
て
い
ま
せ
ん
。
市
は
、

自
ら
の
責
任
で
調
査
・
検
証
を

す
る
意
思
も
能
力
も
な
い
ま

ま
、
そ
の
調
査
を
茨
城
県
に
ゆ

だ
ね
ま
し
た
。 

公
表
さ
れ
た
市
条
例
案
前

文
で
は
「
こ
れ
ま
で
の
深
い
反

省
に
立
ち
、
い
じ
め
を
な
く
す

こ
と
を
決
意
し
ま
し
た
」
と
し

て
い
ま
す
が
、
県
の
調
査
結
果

を
待
た
ず
、
い
じ
め
の
検
証
も

な
く
何
を
反
省
し
、
い
じ
め
を

な
く
す
と
い
う
の
で
し
ょ
う
。 

子
ど
も
の
人
権
尊
重
第
一 

生
徒
を
、
い
じ
め
・
自
死
に

追
い
込
ん
だ
責
任
を
、
に
わ
か

作
り
の
条
例
制
定
で
、
保
護
者

と
市
民
か
ら
の
信
頼
を
回
復

す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
一

人
ひ
と
り
の
子
ど
も
の
人
権

を
尊
重
す
る
社
会
・
取
手
へ
、

市
も
学
校
も
市
民
も
力
を
合

わ
せ
ま
し
ょ
う
。 

 来年の参院選をたた
かう日本共産党の比例
予定候補 7 氏が、 都内
で新春街頭演説を行い
決意表明しました。小池
晃書記局長 は、「市民と
野党の〝本気の共闘〟 を
発展させ、自民、公明な
どを 少数に追いこも
う」と訴えました。 

聴衆の声援に応える（左から）仁比そうへい、山下よしき、井上さとし、小池晃、 
しいば寿幸、梅村さえこ、紙智子の各予定候補＝1 月 9 日、東京・新宿駅西口 

１０日、国会内で発表され
た小泉、細川元首相らが顧
問を務める原発ゼロ・自然
エネルギー推進連盟（原自
連、会長・吉原毅城南信用
金庫顧問）がまとめた「原

発ゼロ・自然エネルギー基
本法案」。同法案は東電福島
第１原発の事故の教訓から
運転中の原発は直ちに停
止、停止中の原発は今後一
切稼働させず、即時廃止と

明記。２０５０年までにす
べての電力を自然エネルギ
ーで賄うというものです。
共産党にも申し入れがあり
国会議員団が懇談。共産党
も大歓迎と表明しました。 


